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災害に関する主な法律等

◼ 災害に関する法律は沢山あります。

災害対策基本法、災害救助法、災害弔慰金支給法（災害弔慰金
の支給等に関する法律）、特定非常災害特別措置法（特定非常
災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関す
る法律）、被災借地借家法（大規模な災害の被災地における借
地借家に関する特別措置法）、被災マンション法（被災区分所
有建物の再検討に関する特別措置法）、激甚災害法（激甚災害
に対処するための特別の財政援助等に関する法律）、自然災害
債務整理ガイドライン（自然災害による被災者の債務整理に関
するガイドライン）etc...
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本セミナーの位置づけ

本セミナーでは、実際に被災した場合に使えそうな制度や法律
等についてご案内します。

災害弔慰金支給法

特定被害災害特別措置法

被災借地借家法、被災マンション法

自然災害債務整理ガイドライン
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１．災害発生直後（復旧作業開始前）
に行うべきこと
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罹災証明書の申請①

災害により住宅等に被害を受けたとき、公的支援や各種保険
金を受けるためには、罹災証明書が必要になります。

まずは早めに罹災証明書の申請を行いましょう。
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 罹災証明書とは

罹災証明書とは、自然災害や火災によって住宅が損壊する被害を受け
た場合に、被害状況の調査に基づいて「全壊」「大規模半壊」「半
壊」「一部損壊」などのように被害の程度を認定し、公的に証明する
書類です。



罹災証明書の申請②

 罹災証明書の対象となる災害

災害対策基本法第2条第１号に定める災害が指定されています。具体的
には、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火、その他の
異常な自然現象、大規模な火事、爆発などです。

ほとんどの自治体では火災の場合は消防署で、火災以外の災害につい
ては市区町村役場で罹災証明書が発行されます。
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罹災証明書の申請③

 罹災証明書発行の対象となる建物

⚫ 罹災証明書が発行されるのは、原則として人の住家または非住家（店
舗・事務所・工場等）が損壊した場合です。自治体によっては、非住
家の場合は、罹災証明書ではなく被災証明書が発行されます。

⚫ 住家とは、現実に居住のために使用している建物をいい、社会通念上
の住家であるかどうかを問いません。

⚫ 官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家ですが、これら
の施設に、常時、人が居住している場合は、当該部分は住家となりま
す。
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罹災証明書の申請④－1

 被害の認定基準

I. 全壊

住家等の全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの又は住家等の損壊が甚だしく、補修によ
り元どおりに再使用することが困難なものとして次の各号のいずれかに該当するもの

(1) 住家等の損壊、焼失又は流失した部分の床面積がその住家等の延床面積の70％以上
に達した程度のもの

(2) 住家等の主要な構成要素の経済的被害を住家等全体に占める損害割合で表し、その
住家等の損害割合が50％以上に達した程度のもの

2. 大規模半壊

住宅等が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなければ当該住
宅等に居住等が困難なものとして次の各号のいずれかに該当するもの

(1) 損壊部分がその住家等の延床面積の50％以上70％未満のもの

(2) 住家等の主要な構成要素の経済的被害を住家等全体に占める損害割合で表し、その
住家等の損害割合が40％以上50％未満のもの
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罹災証明書の申請④－2
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3. 半壊
住家等の損壊が甚だしいが、補修すれば元どおりに再使用できる程度のものとし
て次の各号のいずれかに該当するもの
(1) 損壊部分がその住家等の延床面積の20％以上70％未満のもの
(2) 住家等の主要な構成要素の経済的被害を住家等全体に占める損害割合で表し、
その住家等の損害割合が20％以上50％未満のもの

4. 一部損壊
住家等の損壊が甚だしいが、補修すれば元どおりに再使用できる程度のものとし
て次の各号のいずれかに該当するもの
(1) 損壊部分がその住家等の延床面積の20％未満のもの
(2) 住家等の主要な構成要素の経済的被害を住家等全体に占める損害割合で表し、
その住家等の損害割合が20％未満のもの

5. 床上浸水
住家の床より上に浸水したもの又は全壊・半壊には該当しないが、土砂竹木のた
い積により一時的に居住することができないもの

6. 床下浸水
住家が床上浸水に至らない程度に浸水したもの



罹災証明書の申請⑤

 罹災証明書の申請期限

自治体や災害の規模等によって申請期限は異なります。災害発生後3ヶ月
以内とされることが多いようですが、原則1ヶ月以内とされることもあり
ます。自治体のホームページや市報などで申請期限を確認しましょう。

申請期限を過ぎると罹災証明書の発行を受けることができず、支援が受け
られなくなります。
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罹災証明書の申請⑥

暴風、竜巻、豪雨、洪水、
地震、津波、噴火などの自
然災害によって被災した場
合、市区町村の担当部署に
発行申請をします。（火災
の場合は被災した場所を管
轄する消防署へ発行申請を
します。）
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申請 現地調査
罹災証明書
発行

調査員による現地調査が行
われます。調査は通常、家
屋建物の外観を目視するこ
とによって行います。外観
を目視しただけでは分から
ない被害が家屋建物の内部
に発生している場合は、内
部立入調査が行われます。

市区町村が内閣府の被害認
定基準の運用指針に従って
被害の程度を認定し罹災証
明書を発行します。

調査から発行までの期間は、
最低でも1週間です。自治体
の庁舎等が被災した場合に
は発行までにさらに期間を
要することもあります。



２．復旧・復興段階に行うこと
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（１）弔慰金・見舞金等の受給

 災害弔慰金支給法により、様々な見舞金・弔意金が支給さ
れます。

災害見舞金
災害によりその居住する住家に一定の被害を受けた世帯の世帯主の方に支給されます。

災害弔慰金
災害により死亡した市民の遺族に対して支給されます。

災害障害見舞金
自然災害により精神又は身体に重度の障害を受けた方に支給されます。
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（１）弔慰金・見舞金等の受給

 見舞金・弔慰金の支給については、災害と死亡等の相当因
果関係が問題となり、訴訟に至る例も多くあります。
（いわゆる災害関連死）

例）東日本大震災後に敗血症により亡くなった女性（当時８５歳）について、震災関
連死と認めなかった市の決定の取り消しを求めた訴訟（仙台地判平成２６年１２月９
日災害弔慰金不支給決定処分取消請求事件 ）

判決では、女性は震災前、食欲があり栄養状態も良かったが、震災後に食べ物などを
飲み込むのが困難な嚥下障害になったのがもとで肺炎を発症し、敗血症につながって
死亡したと指摘。「嚥下障害になったのは、震災で生活環境が著しく悪化し、心身に
多大な負担が掛かったのが大きな要因で、震災と死亡には相当な因果関係がある」と
判断した。
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（２）貸付金や減免等

 自治体による様々な貸付制度や負担の減免等があります。

＜名古屋市の例＞
◆災害援護資金の貸付
◆被災者生活再建支援金
◆生活福祉資金(福祉費)の貸付
◆介護保険料・利用者負担の減免
◆市税・県税の減免
◆国民健康保険料の減免等
◆後期高齢者医療保険料の減免等
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自分の住んでいる市のホームページなどで、
どんな制度があるのか、知っておくと安心
です。



（３）特定非常災害特別措置法に基づく手当

 災害が特定非常災害特別措置法に基づく特定非常災害に指定されると、様々な措
置が取られます。（法第２条第１項、２項）

◆ 行政上の権利利益に係る満了日の延長（法第３条） 例：運転免許証

◆ 期限内に履行されなかった義務に係る免責（法第４条） 例：薬局の休廃止等の届出義務

◆ 債務超過を理由とする法人の破産手続き開始の決定の特則（法第５条）

◆ 相続の承認又は放棄をすべき期間に関する民法の特例措置（法第６条）

※大規模な災害では、遺言・相続に関する問題も多数発生すると考えられます。

相続放棄の熟慮期間は、相続があったことを知った日から３か月以内ですが、

延長が認められる場合があります。

◆ 民亊調停法による調停の申立ての手数料の特別措置（法第７条）

◆ 建築基準法による応急仮設住宅の存続期間の特例措置（法第８条）

◆ 景観法による応急仮設住宅の存続期間の特例措置（法第９条）
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（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

 被災借地借家法

被災借地借家法は、大規模な災害により借地上の建物が滅失した場合における借
地人の保護等を図るため、借地・借家に関する特別な制度を設けています。

１．借地人の保護に関する制度

大規模な災害により借地上の建物が滅失した場合について

①借地人による借地契約の解約を認める制度

②一定期間掲示をしなくても借地権の対抗力を認める制度

③借地権の譲渡・転貸について、地主の承諾に関わる裁判所の許可の制度
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２．暫定的な土地利用に関する制度

仮設住宅や仮設店舗の用地に使用する場合など、被災地における暫定的な土地利用の需要に

応えるため、短期の借地権の設定を可能にする制度

３．借家人の保護に関する制度

大規模な災害により滅失した建物の家主が建物を再築して賃貸する場合、従前の借家人に

その旨を通知する制度
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 被災借地借家法

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ｑ１．借地上の私の建物が全壊しました。被災後、借地の地代を
支払うのが苦しい状況にあります。借地契約の解約はできますか。

法務省ＨＰより

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ａ１．被災借地借家法３条が適用されれば、借地人は、その適用
を定めた政令の施行日から起算して１年間は、地主に対して借地
契約の解約の申入れをすることができ、申入日から３か月を経過
すると借地権は消滅することになります。（被災借地借家法３
条）

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ｑ２．借地上の私の建物が全壊しました。その後、私が建物を再築する
前に地主が変わり、新しい地主から立ち退きを求められましたが、立ち
退かなければいけないのですか。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ａ２．被災借地借家法４条が適用されれば、借地人は、その適用を定め
た政令の施行日から起算して６か月間は、借地権を新しい地主に対抗す
ることができます。

また、借地人が借地上の見やすい場所に、①滅失した建物を特定する
ために必要な事項と②新たに建物を築造する旨を記載した掲示をしたと
きは３年間、借地権を新しい地主に対抗することができます。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ｑ３．借地上の私の建物が全壊しました。建物を再築するお金もないの
で借地権を譲渡したいと思っているのですが、地主が承諾してくれませ
ん。この場合どうしたら良いでしょうか。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ａ３．被災借地借家法５条が適用されれば、地主が借地権の譲
渡・転貸について地主の承諾に代わる許可を与えることができま
す。この許可を求める申立てをすることができるのは、その適用
を定めた政令の施行の日から起算して１年間です。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ｑ４．被災地の土地を所有していますが、仮設住宅を建てるために被災
地短期借地権の制度を使って期間限定で私の土地を借りたいという申入
れが町からありました。被災地短期借地権とはどのような権利ですか。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ａ４．被災地短期借地権とは、被災借地借家法７条が適用された場合に設定す
ることができるおので、被災地において設定される、存続期間が５年以内であ
り、契約の更新がなく、建物の建築による存続期間の延長がない旨を明確にし
た借地権のことをいいます。

被災地短期借地権を設定することができるのは、その適用を定めた政令の施行
日から起算して２年間です。その設定は、公正証書等の書面によって行う必要
があります。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ｑ５．私の所有する賃貸建物が全壊しました。建物を再築して賃貸に出
す予定なのですが、そのことを従前の賃貸建物の借家人に知らせる必要
がありますか。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ａ５．被災借地借家法８条が適用されれば、従前の家主が建物を再築し
て賃貸しようとするときは、従前の借家人のうち所在が分かっている者
に対し、その旨を通知しなければなりません。これは、従前の借家人に
対し、家主との間で再築後の建物について新たな借家契約の締結に向け
た交渉をする機会を与える趣旨です。この通知をしなければならないの
は、その適用を定めた政令の施行日から起算して３年間です。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ｑ６．私の借りていた建物が全壊しました。今は、被災地を離れて暮らしてい
るのですが、元の家主が建物を再築するのであれば、改めてその建物を借り、
被災地に戻りたいと考えています。その場合どのようにすれば良いですか。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより
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 被災借地借家法 Ｑ＆Ａ

Ａ６．家主が建物を再築しても、従前の借家人は、再築された建物について賃
借権等の権利を当然に取得することはできません。しかし、被災借地借家法８
条が適用されれば、従前の家主は所在の分かっている借家人に対しては、建物
を再築して賃貸する旨を通知しなければなりません。したがって、従前の家主
に対し、自らの住所や電話番号等の連絡先を伝えるなどして、確実に連絡を受
けることができるようにしておくと良いでしょう。再築された建物を実際に借
りることができるかどうかは、家主との任意の交渉によることになります。

（４）不動産に関する制度（被災借地借家法）

法務省ＨＰより



 被災マンション法

被災マンション法は、被災地の健全な復興に資すること等を目的として、大規模
な災害によりマンションが被害を受けた場合に、マンションを所有している者等
の多数決でマンションの取壊し、再建、敷地売却等の決議ができるようにする特
別な制度を設けています。

１．マンションの全部が滅失した場合

マンションの敷地を共有している者は、５分の４以上の多数決により、①マンションを再建

する決議、②敷地を売却する決議をすることができます。

２．マンションが重大な被害を受けた（マンションの価格の２分の１超に相当する部分が滅失し

た）場合

マンションを所有している者は、５分の４以上の多数決により、①マンションを敷地と共に

売却する決議、②マンションを取り壊し、かつ、敷地を売却する決議、③マンションを取り

壊す決議をすることができます。
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（４）不動産に関する制度（被災マンション法）
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 被災マンション法 Ｑ＆Ａ

Ｑ１．敷地を共有している者の一部の所在が分かりません。再建や敷地
売却の集会を招集するためにはどのようにすればよいですか。

（４）不動産に関する制度（被災マンション法）

法務省ＨＰより
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 被災マンション法 Ｑ＆Ａ

Ａ１．再建決議や敷地売却を目的とする集会を開くには、集会の日の２か月前まで
に敷地共有者に招集の通知をしなければなりません。この通知は、敷地共有者が所
在する場所に宛ててすることが原則ですが、敷地共有者の所在が分からない場合に
は、敷地内の見やすい場所に掲示をしてすることができます。

もっとも、この掲示による通知が認められるのは、合理的に期待される程度の所在
調査を尽したにもかかわらず、所在が分からない場合に限られていますので、まず
は、所在が分からなくなっている者についての情報を収集する必要があります。

（４）不動産に関する制度（被災マンション法）

法務省ＨＰより



34

 被災マンション法 Ｑ＆Ａ

Ｑ２．再建や敷地売却に参加しない者の権利はどうなりますか。

（４）不動産に関する制度（被災マンション法）

法務省ＨＰより
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 被災マンション法 Ｑ＆Ａ

Ａ２．再建や敷地売却に参加する者がこれらに参加しない者に売
渡しを請求すると、参加しない者は、参加する者に自分の権利を
売り渡さなければなりませんが、この場合には、時価相当額の代
金が支払われることとなります。

（４）不動産に関する制度（被災マンション法）

法務省ＨＰより



（５）自然災害による被災者の債務整理
に関するガイドライン

 自然災害ガイドラインとは

自然災害により既往債務の弁済ができなくなった被災者が、債務の全
部又は一部の減免を受けられる制度

36

１．法的倒産手続によらずに

２．自由財産を手元に残したまま

３．債務の全部又は一部の減免が受けられる



（５）自然災害による被災者の債務整理
に関するガイドライン

 破産手続と比較したメリット（全額の免除が受けられる場合）

37

１．自由財産の範囲が広い

２．信用情報登録機関に登録されない

３．保証人は原則保証履行を求められない

４．登録支援専門家による手続支援を無料で受けることができる



（５）自然災害による被災者の債務整理
に関するガイドライン

 事例１ 自宅敷地を残さない、ゼロ弁済のケース

38

◇概要 ４０代サラリーマン男性、仮設住宅住まい
資産 現金 １０万円

預貯金 ５５０万円
自宅敷地 ７００万円（住宅ローン抵当権付き）
自宅建物は津波で流出

負債 住宅ローン１３００万円
連帯保証人 妻 専業主婦

◇債務者の意向
移住するので、自宅敷地は手放してよい。新生活のために、債務は無くしたい。

◇自由財産はいくらか
自由財産の基本枠は５００万円
債務者の現預金はこれを６０万円超えているが、この部分は、生活再建支援金や義援金の残額が残っ
ていると考える。
結果として、５６０万円の現預金全額が自由財産とされた。

◇弁済内容
現預金からの弁済は無し
自宅敷地が後日自治体に買い上げられたときは、買い上げ代金は抵当権者が取得する



（５）自然災害による被災者の債務整理
に関するガイドライン

 事例２ 自宅敷地を残す、一括弁済、連帯債務者共同申出のケース

39

◇概要 ４０代会社員共働き夫婦、２人で仮設住宅住まい
夫資産 現金 ５万円

預貯金 １０００万円
自宅敷地 ８０万円（住宅ローン抵当権付き）
自宅建物は津波で流出

妻資産 現金 ５万円
預貯金 ６００万円
保険解約返戻金 １５０万円

負債 住宅ローン２０００万円（夫婦が連帯債務者）
◇債務者の意向
自宅敷地を残し、再建したい。新しく住宅ローンを組みたいので、既存の債務を圧縮したい。

◇自由財産はいくらか
自由財産の基本枠は５００万円（２人分でも）
生活再建支援金や義援金を２７０万円受けている。結果、７７０万円が自由財産とされた。
◇弁済内容
（５万円＋１０００万円）＋（５万円＋６００万円＋１５０万円）－７７０万円＋８０万円＝１０７
０万円
１０７０万円を一括弁済し、自宅敷地の抵当権は抹消された。残債務は免除



（５）自然災害による被災者の債務整理
に関するガイドライン

 事例３ 事業者のケース

40

◇概要 ５０代女性 美容室経営 震災後内陸に移住
資産 現金 ５万円

預貯金 ８５万円
保険解約返戻金 ５２０万円
事業用資産２０万円
土地 なし（親族から使用貸借で借りていた）
店舗は津波で流出

負債 店舗を建築した際のローン １４００万円
連帯保証人 夫 サラリーマン（被災）

◇自由財産はいくらか
自由財産の基本枠は５００万円
事業用資産は差押え禁止財産である。
以上から、保険解約返戻金５２０万円のうち５００万円と、事業用資産の２０万円を自由財産と扱う

こととされた。
◇弁済内容
５万＋８５万円＋（５２０万円ー５００万円）＝１１０万円
１１０万円を一括弁済、残債務は免除



（５）自然災害による被災者の債務整理
に関するガイドライン

 大まかな手続きの流れ

① 債務整理の申出を行おうとする債務者（対象債務者）は、対象債務者のうち元
金額が最大の者（典型的には住宅ローン債務者が念頭に置かれています）に対
して、本ガイドラインに基づく手続に着手することを申し出ます。

② ①の申出を受けた債権者は、１０営業日以内に対象債務者に対し、本ガイドラ
インに基づく手続きに着手することへの同意又は不同意の意思表示を書面で行
います。

③ ②の同意書面を受領した対象債務者は、登録支援専門家を登録している各士業
団体（弁護士会等）に、本ガイドラインに基づく手続を利用する旨申し出ます。

④ ③の各士業団体から委嘱を受けた登録支援専門家は、３営業日以内に、委嘱の
事実を証する書面を添付して、委嘱を受けた旨を対象債務者に通知します。

⑤ 登録支援専門家の支援により、対象債務者は、調停条項案を作成し、全対象債
権者の同意（または同意の見込み）を得た上で、簡易裁判所に特定調停を申し
立てます。

⑥ ⑤の申立てによる特定調停において、調停委員会が、中立公正な第三者的立場
から双方の意向を確認しながら、調停条項案の実行可能性や合理性等を検討し
た上で、最終的に調停条項を確定します。

41



42内閣府大臣官房政府広報室ＨＰより



おわりに

災害等により被災し、被害の程度が大きい場合には、生活の
再建に向けて何から手を付けて良いのかわからず、混乱する
ことが想定されます。

本日のセミナーでは、被災した場合に受けられる国や自治体
等からの様々な支援や制度等についてご案内させていただき
ました。

万一、被災した場合に、生活の再建に向けて動き出すための
一助となりましたら幸いです。
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